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導入の経緯

導入効果等

2019年6月18日(火)
公共調達シンポジウム

独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構 技術・コスト管理部
建設マネジメント室⻑ 武田 啓司

導入の経緯

導入の経緯（復興事業を取りまく環境）

出典：東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書（国土交通省）

被災地の課題

復興まちづくりに携われる⼈材の不⾜

大規模工事が大量かつ同時に発⽣
技術者不⾜により発注に支障、復興の遅れ

ＵＲ都市機構の実績

住宅建設、復興市街地整備に関する計画策定、
地元調整、事業実施などの総合的なノウハウ

公共事業の発注者としての中⽴的な⽴場

ＵＲ都市機構による支援 〜計画策定から事業実施まで〜

被災市町等から要請を受け、ＵＲ都市機構で復興市街地整備事業等を実施

復興事業の実施に向けては
従来の入札契約方式では解決できない課題が山積していた

導入の経緯（ＵＲ都市機構による事業受託）

国、被災市町からＵＲ都市機構への要請
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１２市町で支援を実施
導入の経緯（支援地区一覧）

【フルパッケージ事業受託】

【市町村事業の発注手続き支援】

県 市町 地区名
計画
面積

田老 45ha

鍬ヶ崎・光岸地 24ha

大沢 19ha

織笠 13ha

山田 56ha

大槌町 町方 40ha

片岸 23ha

鵜住居 60ha

花露辺 2ha

大船渡市 大船渡駅周辺 36ha

今泉 112ha

高田 186ha

鹿折 42ha

南気仙沼 33ha

南三陸町 志津川 111ha

中心部 218ha

離半島部 54ha

石巻市 新門脇 24ha

野蒜北部丘陵 92ha

東矢本駅北 28ha

薄磯 37ha

豊間 56ha
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県 市町 地区名
計画
面積

気仙沼市 気仙沼市地内 ー

37ha

90

岩
手
県

宮
城
県

大槌町

石巻市
北上，河北，雄勝，牡鹿の総
合支所管内石巻地区半島部

浪板，吉里吉里，赤浜，
安渡，小枕・伸松

※平29.3時点

※公募時点

計1,311ha

ＪＲ石巻線

宮城県⼥川町 中心部地区
（220ha）H24.11 航空写真

整備⾯積︓約280ha 事業費︓約1,200億円
⼟⼯事︓（掘削）最大50ｍ １３５万ｍ3 （嵩上）最大18ｍ １４２万ｍ3

嵩上げ市街地整備 水産加工団地高台住宅地整備

※Ｈ29.3時点

導入の経緯（復興整備事業の規模︓宮城県⼥川町）
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導入の経緯（復興事業の実施に向けた主な事業課題と発注者ニーズ）

主な事業課題

発注者（ＵＲ）の職員不⾜

極めて大規模な土工事

整備計画変更の可能性

多種多様かつ
多くの調整業務の発⽣

労務・資器材の現地での迅速な
確保が困難

① 工期短縮・遅延リスク回避

発注者ニーズ

② 発注者側マンパワー・ノウハウの補完

③ 事業費の適切な管理、コスト縮減

④ 仕様・数量の不確実性への対応

⑤ 透明性・公平性の確保

⑥ 地域経済への貢献

⑦ 職⼈・資器材の確保

⑧ 安全・品質の確保

導入の経緯（ＵＲ版復興ＣＭ方式の枠組み）

■ 段階的な工事を大括りし、設計・施工・マネジメントをまとめて発注
■ 発注方式を迅速・透明化し、地場産業育成にも寄与する新たな発注システム

復興事業特有の発注者ニーズと活用ツールの関係

出典：東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書（国土交通省）

導入の経緯（発注者ニーズと活用ツール）

Ａ．マネジメントの活用
・ＣＭ方式により⼈的資源の確保
・事業の早い段階からＣＭＲが参画する利点を活かし、最適な施工計画を⽴案できる仕組み

導入の経緯（活用ツールの概要）

導入の経緯（活用ツールの概要）

Ｂ．設計施⼯の一体実施
・早期整備エリアと次期整備エリアに区分することによる段階的な工事着手
・設計の定まったものから施工を開始するファストトラック方式の活用

女川町の事例

早期整備エリア…地元意向、関係機関協議等から、整備範囲がほぼ
確定し、早期に工事着手することが可能なエリア

次期整備エリア…地元意向等から早期に整備を図るエリアとして⾒
通せるが、整備範囲が変更となる可能性があるエリア

詳細設計の完成した部分から、発注者が成果の確認と承諾を
⾏い、順次施工に移す方式

ファストトラック方式ファストトラック方式

導入の経緯（活用ツールの概要）

Ｃ．コストプラスフィー契約
・整備計画の変動、労務・資器材の高騰等への対応策として導入
・業務原価に対して、一定率のフィーを支払い
・ＵＲから試⾏的に１０％を提⽰し、技術提案を受付

Ｄ．オープンブック方式
・コストとフィーの透明化のために採用
・施工者が発注者に全てのコストに関する情報を開⽰し、発注者又は第三者が監査を⾏う

出典：東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書（国土交通省）
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導入の経緯（活用ツールの概要）

Ｅ．リスク管理費の導⼊
・様々なリスク要因、リスク発現による想定される⾦額についてあらかじめ共有すること

で、コスト管理の充実と円滑な設計変更処理につなげる
・コストの上限管理指標、ＶＥ等によるインセンティブ支払いの基準として、インセン

ティブ基準価格を設定

Ｆ．専門業者選定基準
・地域経済や産業活性化の観点から、地元建設企業の積極的な活用に資する基準を整備

出典：東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書（国土交通省）

導入効果等

導入効果等（事例① 岩手県宮古市 田⽼地区）

ベルトコンベアについて、施工
性を重視したCMRからのルート
提案に対し、安全性・環境対策
に係るリスクを考慮し、工程及
びコストの両⾯で有利な山際
ルートを選定

当初計画されていた道路線形を⾒直し、
山を迂回する道路線形とすることにより、
搬出土量を大幅に削減

北側ベルトコンベア

旋回コンベア 南側ベルトコンベア

ベルトコンベア
延長 約1.2km

（約1万m3/日、10ｔダンプ運搬の
10倍のスピード）

再建住宅

×

仙石線計画ルート

×

現場調整の経験を活かした
最適ルートの選定

導入効果等（事例② 宮城県東松島市 野蒜北部丘陵地区）

現場調整の経験を活かした
最適ルートの選定

現場調整の経験を活かした
最適ルートの選定

施⾏者としてのノウハウ・調整⼒を活かした
都市計画変更の提案

施⾏者としてのノウハウ・調整⼒を活かした
都市計画変更の提案

導入効果等（事例② 宮城県東松島市 野蒜北部丘陵地区）

工事施工

上空からみた造成状況 中工区付近の造成状況

H24.7 H24.12H24.4 H28.7

（従
来
方
式
）

H24.4

▼

全体調整
基本設計（UR）

工事施工実施設計調査測量
発注
手続

発注
手続

発注
手続

▼
H24.11

▼
H30.3

▼
H25.10

（今
回
方
式
）

▼

▼ ▼

発注

手続

先行地区調整

基本設計（UR）

▼ ▼

調査・測量 実施設計 最大１年半の工期短縮

H29.2

工期の短縮工期の短縮

客観的な評価が可能となるよう設定した標準工期と比較し
すべての地で工期短縮を実現（標準工期の37〜92％）

（主な要因）
・ 多くの業務量を処理するための実施体制が構築できたこと
・ 設計施工の可能箇所から着手する究極の段階整備（ファストトラック）で実施されたこと
・ 情報共有と業務処理方針決定の迅速化が図られたこと
・ 精⼒的な調整や創意工夫等のマネジメント⼒が発揮されたこと（EX.ベルコン、造成計画変更）

基礎工期

加算①（施工環境等）

加算②（大規模土工）

「⾯積と工期」に関するＵＲの過去の⾯
整備実績から算出

実際工期

標準工期標準工期

復興事業の特徴である事業数と施工環境
を現場意⾒をもとに数値化。数値化した
データから加算工期を算出

⾯積以外の規模の指標として土工量を選
定。「大規模土工事」地区で加算する工
期を、一般的な年間出来高と必要事業費
から算出

＋

＋
比
較

導入効果等

工期短縮の実現
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契約件数

６，７１２件

契約金額

２，７６１億円

地元

３，８３２

５７％

県外

２，８８０

４３％

地元

８８１

３２％
県外

１，８８１

６８％

契約件数ベース 契約金額ベース

ＣＭ方式では、地元経済の復興の観点から地元企業の優先活用をテーマに
据えており、多くの地元企業の活用がなされたことは評価できる。

地元企業の優先活用にあたっては、市町内企業を最優先とし、管内企業、県内企業
と優先順位を確認書により規定しているが、県内企業までの地元企業の割合は、

契約件数で57％、契約⾦額で32％と非常に積極的な活用が図られた。

導入効果等

地元企業の優先活用

地元企業の活用割合

これらの導入効果に関し、どのような業務環境下で、どのよう
な実施体制により、どのような効果をもたらしたのかについて
分析をおこないました。分析結果は、「復興ＣＭ方式の効果分
析報告書」としてとりまとめ、ＵＲ都市機構のホームページで
公表しています。
（https://www.ur-net.go.jp/saigai/fukkocm/index.html）

課題等

・段階整備により早期完成、引き渡しを実現できた一方で、⼯事請負標準約款を使用して
いるがゆえに、そのたびに設計変更、検査が発⽣

・コストプラスフィー契約及びオープンブックに係る事務量の多さ、煩雑さ

１．事務負担

・復興整備事業の特性から、計画⾒直しや⼯事追加が頻繁に発⽣するがゆえに
事業全体を⾒通した執⾏管理が困難

２．コスト管理の難しさ

以 上


